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研究成果の概要（和文）：本研究は、植民地朝鮮の中等学校の部活動を考察した。とりわけ、部活動が強制では
なく、生徒が自発的に参加するものだったことを踏まえて、従来の研究で支配されたり、同化されたりする客体
として描かれてきた朝鮮人生徒の主体性の回復を目指した。植民地朝鮮の中等学校の部活動は、運動部が中心だ
ったという点では日本人が中心に通う学校と朝鮮人が中心に通う学校で共通していた。しかし、民族性の違いに
よる活動の差異もあった。また、1931年に満洲事変が勃発したことが、部活動の性格を変化させる契機となって
いた。

研究成果の概要（英文）：This study examined club activities in secondary schools in colonial Korea. 
Especially, focusing on the fact that club activities were not compulsory but rather voluntary 
participation by students, this study aimed to clarify the independent character of Korean students,
 who had been portrayed as objects to be dominated or assimilated in previous studies. Club 
activities in secondary schools in colonial Korea were common between schools attended mainly by 
Japanese and those attended mainly by Koreans in that the clubs were mainly sports clubs. However, 
there were also differences in activities due to ethnic differences. In addition, the outbreak of 
the Manchurian Incident in 1931 provided an opportunity to change the nature of club activities.

研究分野：朝鮮近代史

キーワード： 植民地　朝鮮近代史　部活動　高等普通学校　スポーツ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、日韓関係は悪化しているが、その背景には日本の植民地支配をめぐる歴史認識問題がある。そのため、植
民地期の朝鮮についての理解を深めていくことは、今後の日韓関係を考えるうえで重要である。現在、韓国の高
等学校では、日本との在り方は異なるものの部活動が行われており、その淵源は植民地時代にある。植民地朝鮮
の部活動を分析した本研究の成果は、日本の植民地支配を部活動という馴染みやすい題材を通して考えるもので
あり、また現在の韓国の部活動の淵源を探るという点で、現在的かつ社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
戦前、日本の植民地だった朝鮮（1910-1945）において、学校教育は支配政策の土台だったと
いえる。1910年の韓国併合後、朝鮮を統治する朝鮮総督府が学校教育で目指したのは、勤勉か
つ従順な朝鮮人生徒の養成であった。日本の支配に従順な朝鮮人が増えれば、必然的に独立運動
に参加する朝鮮人が減少し、治安維持に繋がると想定されたからである。1920年代に入ると次
第に朝鮮人に対する同化（日本人化）教育が強化され、37 年の日中戦争勃発以降は皇民化教育
が推進された。戦争に朝鮮人を兵士として動員する際、根強い民族意識を持つ朝鮮人に武器を与
えることはかえって日本に対する反乱のリスクを高めるため、天皇を崇拝し日本の戦争の遂行
に自発的に協力する皇国臣民としての朝鮮人の養成が求められたからである。 
こうした重要性から、これまで植民地朝鮮の学校教育について数多くの研究が発表されてき
た。とりわけ、朝鮮での教育制度を規定した朝鮮教育令の制定や改定の経緯、日本語教育の強化
や朝鮮語授業の削減過程、授業のカリキュラム、歴史をはじめとする教科書の分析については数
多の優れた研究蓄積がある。 
しかし、これまでの研究は朝鮮の学校における正規の活動を分析対象としたものである。換言
すれば、「放課後」という視点が欠けているといえる。学校教育においてカリキュラムや授業が
重要なのはいうまでもないが、授業が終わった放課後に下校せずに、部活動に参加する朝鮮人生
徒も数多くいた。部活動もまた朝鮮人生徒の人格形成に重要な影響を与えるものであり、正規の
授業とは異なり生徒が自らの意思で自発的に参加するという点でも注目すべであろう。しかし、
これまで植民地朝鮮の学校の部活動については、朝鮮の学校の「校風」を分析した稲葉継雄『旧
韓国・朝鮮の「内地人」教育』（九州大学出版会、2005年）が、朝鮮在住日本人の生徒の部活動
に断片的に言及している程度であり、朝鮮人生徒については全く手つかずの状況である。 
 かつて私は、朝鮮の中等学校（主に日本人が通う中学校、朝鮮人が通う高等普通学校、実業学
校）の野球部を分析した。そして、① 朝鮮総督府は部活動については規定・規則を設けなかっ
たこと、② それゆえ、各学校の野球部の活動は基本的には校長と顧問の教員の裁量に委ねられ
ており、③ 朝鮮人が校長や顧問を務める私立学校では朝鮮総督府の教育政策に左右されない自
由な野球部の活動が展開されていたこと、④ 一方、日本人が校長を務める官立・公立学校では
朝鮮総督府の教育政策に積極的に順応する場合も見られること（たとえば、戦時期における野球
部の自発的な廃部など）、⑤ 各学校が発行する『校友会誌』の部報は部員（朝鮮人生徒）が執筆
しており、彼らの部活動に対する認識が（教員によるチェックが入っているとはいえ、ある程度
は）読み取れること、を知り得た〔小野容照『帝国日本と朝鮮野球―憧憬とナショナリズムの隘
路』中央公論新社、2017年 2月〕。 
以上はあくまでも野球部の分析に基づくものである。しかし、朝鮮総督府が部活動について規
則・規定を設けなかったことは、植民地朝鮮の部活動が教育の一環として機能しつつも、教育政
策の直接的な対象ではなかったことを示唆している。さらに、野球部に関していえば、その活動
には教員（校長・顧問）と生徒の趣向や意思がある程度は反映されていた。したがって、植民地
朝鮮の部活動は朝鮮総督府の教育政策と教員・朝鮮人生徒の自律的な活動との中間に位置づけ
られ、「同化」や「皇民化」といった支配政策との関連性に重きを置いた従来の研究の視点では
見落とされてきた問題を発掘できると考えたことが、研究当初の背景である。 
 
２．研究の目的 
部活動は、植民地朝鮮の部活動は朝鮮総督府の教育政策と教員・朝鮮人生徒の自律的な活動と
の中間に位置している。とりわけ、部活動が強制ではなく、生徒が自発的に参加するものだった
ことを踏まえて、従来、支配され、同化される客体として描かれてきた朝鮮人生徒の主体性を軸
にして朝鮮教育史を再構築する。そのために、主たる史料として『校友会誌』を活用することで、
野球部を含めた運動部や文化部も含めた部活動全体に研究対象として、放課後という視点から
植民地朝鮮の教育史を再構築することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
歴史学の手法により植民地朝鮮の部活動を分析する。そのため、一次史料の収集、特に部員数
や顧問の情報、活動記録、朝鮮人生徒が執筆していた部報が掲載されている各校の『校友会誌』
を収集する。 
『校友会誌』は韓国の国立中央図書館や各大学の図書館に加え、韓国の高校の現地調査を行う
ことでも収集できる。植民地期に主に朝鮮人が通った高等普通学校は 1936 年の時点で 27 校あ
ったが、その約 3分の 1は現在も高校として存続している（その他、実業学校が解放後に高校と
して再出発したものもある）。たとえば、徽文高等普通学校（現・徽文高校、ソウル）には植民
地期に刊行されたほぼ全ての『校友会誌』に加え、写真や文書なども豊富に残されている。韓国
の高校の現地調査によって、各校の『校友会誌』や部活動に関する史料を発掘することで、本研
究の主要な史料を増やしていく。 
 また、各学校の卒業生が出版した回顧録のほか、各学校の卒業生によって 1945 年の解放後に



組織された同窓会の機関誌にも部活動の思い出が書かれている。回顧録や同窓会誌は後年に書
かれたものだが、植民地期に発行された『校友会誌』を用いて史料批判をすれば、やはり有益な
史料となる。その他、朝鮮総督府学務局の刊行物や書簡史料、戦前日本の中等学校の『校友会誌』、
部活動を報じた植民地期の新聞や雑誌記事などを用いる。 
 そしてこれらの史料を用いて、１）1910 年から 1945 年にかけて、朝鮮の公立・私立の中等学
校で、いつ頃から、具体的に何部が設立される傾向にあったのか、各部の部員数などの増減の基
本的なデータをとる。あわせて、部員が執筆した部報を分析することにより、朝鮮人生徒が部活
動をどう認識していたのか、とくに好まれたのは何部だったのかを明らかにし、各部の設立状況
の変化の要因を探る。あわせて、こうした部活動に対して、朝鮮総督府の教育政策が部活動に与
えた影響を考察する。以上を通して、植民地朝鮮の部活動の実態に迫る。 
 
４．研究成果 
(1) 学校関係史料の収集については、 新型コロナウィルスの影響により、韓国での現地調査が
不可能となったため、計画通りに収集することができなかった。そのため、日本国内の研究機関
に所蔵されている植民地朝鮮の中等学校の校友会誌を中心に収集せざるをえなかった。具体的
には、日本人が主として通う大邱中学校、京城中学校、大田中学校、群山中学校、朝鮮人が主と
して通う大邱高等普通学校、海州高等普通学校、京城第一高等普通学校、培材高等普通学校、徽
文高等普通学校などの校友会誌を収集した。ただし、上記の校友会誌はすべての巻号は当然なが
ら揃っておらず、韓国の研究機関にも日本で所蔵の確認されない巻号が所蔵されている。また、
本研究で収集することのできた校友会誌は、公立の中等学校に偏っており、私立は培材高等普通
学校、徽文高等普通学校の二校にとどまっている。日本人中心の中学校と、朝鮮人中心の高等普
通学校、さらには公立と私立、こうした区分けで分析する必要があったが、私立学校の史料が不
足する結果となった。 
 以上のように、新型コロナウィルス蔓延の影響によって、韓国での調査が不可能となったため、
土台となる校友会誌が十分に収集することができなかったため、研究にも多くの制約が伴うこ
ととなった。この点を克服するために、各学校の卒業生が出版した回顧録、各学校の卒業生によ
って出版された文集などを、日本の研究機関で収集するとともに、韓国の研究機関から一部を取
り寄せた。 
 
(2) 史料収集の不足により予定通りに研究が進展したとは到底いえないが、研究成果としてま
ず挙げられるのは、日本人中心の中学校と朝鮮人中心の高等普通学校での設置されていた部活
動の、共通点と相違点の傾向を考察できたことである。 
 まず共通点としては、運動部が中心であったことが挙げられる。中学校においても高等普通学
校においても、野球部、蹴球部、庭球部、陸上部など複数の運動部が置かれているのに対して、
文化部は多くの場合、図書部か学芸部のみ設置されていた。また、図書部にせよ学芸部にせよ、
名称の違いはあるものの、校友会誌の編集が主たる業務になっており、演劇部や音楽部など文芸
部の多様性はあまりみられない。こうした運動部偏重の部活動の在り方は、戦前の日本内地の部
活動の在り方と類似しており、日本の支配の影響が朝鮮にも及んでいたものと考えられる。 
 次いで相違点としては、①全体的に中学校に比べて、高等普通学校のほうが部費の予算が少な
く、経費不足により活動停止となる部活がたびたびみられた。これは学校全体の予算規模が中学
校に比べて高等普通学校のほうが少ないことに起因するとみられる。②野球部、蹴球部、庭球部、
陸上部、水泳部などは共通するが、日本の武道である柔道部と剣道部は、高等普通学校の場合は
両方が置かれていない場合が多い。また、残念ながら部員数は詳しくは知り得なかったが、大会
への参加など、柔道部と剣道部の活動は日本人中心の中学校が遥かに活発である。③民族性に起
因する違いもあり、日本人中心の中学校では相撲部が置かれているが、朝鮮人中心の高等普通学
校では設置が確認できない。これは朝鮮にはシルム（朝鮮相撲）が広く根付いていることが関係
している。また、蹴球部はサッカー（ア式蹴球）とラグビー（ラ式蹴球）の二種類があるが、中
学校ではラグビー、高等普通学校ではサッカーが中心であり、ここにも民族性による差異が表れ
ている。 
 本研究では史料的制約により私立と公立の差異を考察することができなかったが、今後は韓
国での現地調査を行ったうえで、私立と公立の差異も分析に加え、詳細なデータとしてまとめた
いと考えている。 
 
(3) 次の研究成果が、1931 年の満洲事変以降の部活動の変化を考察したことである。私立につ
いては十分に考察できなかったが、公立の場合は、植民地朝鮮の教育を管轄する朝鮮総督府学務
局の方針に、学校側が忖度して応じるケースが多い。そして、部活動の顧問は教員が務めている
ため、結果的に学務局の意向が部活動に反映されることとなった。 
 具体的には、①戦意高揚のために軍隊を慰問するためのスクールバンドが設置された。スクー
ルバンドは音楽部として部活化される中学校も確認され、結果的には、図書部か学芸部しかなか
った文化部の多様化をもたらしたともいえる。②武道の部活動が停滞していた高等普通学校で、
柔道部と剣道部の活動が活性化した。これは教員による奨励によるものだが、満洲事変以前から
剣道部で熱心に活動していた朝鮮人生徒もおり、そうした生徒には柔道や剣道の充実化は歓迎
されていた。この事例は、朝鮮総督府、とくに学務局の政策の影響を高等普通学校の部活動が受



けていたことを示す一方で、すべての朝鮮人生徒が強制された「客体」だったのではなく、自発
的に応じる場合もあったことを示している。 
 
(4) 最後に部活動と朝鮮の気候との関係性を明らかにした。日本内地と比べたとき、朝鮮は冬の
寒さ、とくにグラウンドが凍り付くという特徴がある。朝鮮の中等学校の運動部は、冬季練習を
どう行うかが重要な課題となっていたことを考察した。 
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